
１．空き家・空き地の流通

・全国版空き家・空き地バンク

【国土交通省 不動産・建設経済局 不動産業課】

〇各自治体が把握・提供している空き家等の情報について、自治体を横断して簡単に検索できる
よう「全国版空き家・空き地バンク」を構築。公募により選定した２事業者【（株）LIFULL・アット
ホーム（株）】にて平成30年４月より本格運用。

○令和５年２月末時点で47都道府県を含めた1,788自治体のうち、949自治体が参画（参画率
53％）。累積成約数は約13,300件、うち農地付き空き家は約1,300件。

〇農地付き空き家の掲載可能、特集ページも設置。

〔関連URL〕
国土交通省空き家・空き地バンク総合情報ページ https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/sosei_const_tk3_000131.html
LIFULL HOME’S空き家バンク https://www.homes.co.jp/akiyabank/
at home空き家バンク https://www.akiya-athome.jp/



２．空き家の改修・活用等

・空き家再生等推進事業

【国土交通省 住宅局 住宅総合整備課 住環境整備室】

〇 居住環境の改善整備を図るため、空き家の
活用等に対して支援。

○ 空き家を住環境の改善及び地域活性化の
ための計画的利用に供するために行う改修
等に要する費用の一部を補助。

〔関連URL〕 国土交通省住宅局
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk3_000035.html

空き家の除却

居住環境の整備改善のため、
空き家・不良住宅を除却

空き家の活用

地域活性化のため、空き家を
観光交流施設に活用



２．空き家の改修・活用等

・空き家対策総合支援事業

【国土交通省 住宅局 住宅総合整備課 住環境整備室】

〇 空家等対策計画に基づき実施する空き家
の活用等の総合的な空き家対策を実施す
る市区町村に対して、国が重点的・効率的
な支援を行うため、社会資本整備総合交
付金とは別枠で措置。

○ 空き家を地域活性化のための計画的利
用に供するため行う改修等に要する費用
の一部を補助。

地域活性化のため、空き家を地域交流
施設に活用

空き家の活用空き家の除却

居住環境の整備改善のため、
空き家・不良住宅を除却
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〔関連URL〕 国土交通省住宅局
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk3_000035.html



３．就農支援

・青年等就農資金

【農林水産省 経営局 就農・女性課】

〔関連URL〕青年等就農資金（新規就農者向けの無利子資金制度）について
https://www.maff.go.jp/j/new_farmer/n_kasituke/index2.html

○新規就農者向けの無利子資金により、営農に必要な機械・施設等の取得、営農資金（資材等）
を支援します。
（支援を受けるには、市町村から青年等就農計画の認定を受ける必要があります。）



・就農準備資金・経営開始資金、経営発展支援事業

【農林水産省 経営局 就農・女性課】

３．就農支援

〇就農準備資金・経営開始資金

次世代を担う農業者となることを志向する者に対し、就農前の研修を後押しする資金（就農準
備資金（最長２年間、12.5万円/月））及び就農直後の経営確立を支援する資金（経営開始資金
（最長３年間、12.5万円/月））を交付。

○ 経営発展支援事業

就農後の経営発展のために、都道府県が認定新規就農者に対して機械・施設等※の導入を
支援する場合、都道府県支援分の２倍を国が支援（補助対象事業費上限1,000万円、国の補
助上限1/2）。（※ 助成対象：機械・施設、家畜の導入、果樹・茶の新植・改植等）

〔関連URL〕農林水産省 就農準備資金・経営開始資金（農業次世代人材投資資金）
http://www.maff.go.jp/j/new_farmer/n_syunou/roudou.html

経営発展支援事業
https://www.maff.go.jp/j/new_farmer/n_syunou/hatten.html



４．移住、二地域居住への支援等

・交流情報ガーデン

【総務省 地域力創造グループ】

〇地方移住希望者等へのしごと・すまい・生活環境等の移住関連情報の提供・相談支援の一元的
な窓口として東京駅八重洲口至近に「移住・交流情報ガーデン」を開設（平成27年３月より）。

○ 「移住・交流情報ガーデン」では、地方移住に関する一般的な相談に対応しているほか、地方で
の就農や就職などの相談には専門の相談員が対応。

○ また、地方移住希望者等に地域の魅力や移住関連情報を地方自治体等が直接アピールする移
住相談会やセミナー等も「移住・交流情報ガーデン」において随時開催。

【移住・交流情報ガーデンにおける移住相談会の模様】



４．移住、二地域居住への支援等

・「地方公共団体向け二地域居住等施策推進ガイドライン」、
「個人向け二地域居住ハンドブック」

【国土交通省 国土政策局 地方振興課】

〇二地域居住等を推進する地方公共団体の取

組を後押しする「地方公共団体向け二地域居
住等施策推進ガイドライン」及び「個人向け二
地域居住ハンドブック」を作成し、国土交通省
HPで公表。

〇 ガイドラインの主な内容として、

・コロナ前後の二地域居住等を取り巻く変化や
近年のニーズ
・社会的意義と推進するためのポイント

・地方公共団体が取り組んできた先進的・ユ
ニークな事例
を掲載。
〇ハンドブックでは、二地域居住の魅力、始める

までの手順、ノウハウ及び実践者の体験談等
を紹介。 [出典] 地方公共団体向け二地域居住等施策推進ガイドライン

〔関連URL〕 国土交通省 地方振興 活力と魅力のある地域づくり
http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chisei/kokudoseisaku_chisei_tk_000073.html



４．移住、二地域居住への支援等

・地域おこし協力隊

【総務省 地域力創造グループ 地域自立応援課】

○都市地域から過疎地域等の条件不利地域に住民票を移動し、生活の拠点を移した者を地方公
共団体が「地域おこし協力隊員」として委嘱。

○隊員は、一定期間、地域に居住して、地域ブランドや地場産品の開発・販売・ＰＲ等の地域おこ

しの支援や農林水産業への従事、住民の生活支援などの「地域協力活動」を行いながら、その
地域への定住・定着を図る取組。

〔関連URL〕 総務省 地域おこし協力隊
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/02gyosei08_03000066.html


